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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 14 回）資料２－２ 

 
図 1 瀬戸内海環境保全特別措置法の概要 
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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 14 回）資料２－２ 

 

図 2 平成 27年の瀬戸内海環境保全特別措置法の改正詳細 

 

○政府は、貧酸素水塊の発生機構の解明及びその防除技術の開発に努める

①瀬戸内海を、人の活動が自然に対し適切に作用することを通じて、美しい景観が形成されていること、
生物の多様性・生産性が確保されていること等その有する多面的価値・機能が最大限に発揮された豊
かな海（里海）とする

②施策は、規制の措置のみならず、地域の多様な主体による活動（いわゆる「里海づくり」の活動）を含め、藻
場、干潟その他の沿岸域の良好な環境の保全・再生・創出等の瀬戸内海を豊かな海とするための取組
を推進するための措置を併せて講ずることにより、総合的かつ計画的に推進する

③施策は、瀬戸内海の湾、灘その他の海域ごとの実情に応じて行う

「瀬戸内海の環境の保全」に関する基本理念の新設（第２条の２）

① を聴く等必要な措置を講ずるものとする。

瀬戸内海環境保全基本計画及び府県計画に関する改正（第３条・第４条）

○国及び地方公共団体は、①漂流ごみ・海底ごみの除去等、②生物の多様性・生産性の確保に支障を
及ぼす動植物の駆除等、③水産動植物の繁殖地の保護・整備、水産動物の種苗の放流等に努める

瀬戸内海の特性
・我が国のみならず世界においても比類のない美しさを誇り、かつ、その自然と人々の生活・生業及
び地域のにぎわいとが調和した自然景観と文化的景観を併せ有する景勝の地

・国民にとって貴重な漁業資源の宝庫
→その恵沢を国民がひとしく享受し、後代の国民に継承すべきもの

○関係府県知事は、府県計画を定めようと
するときは、関係のある瀬戸内海の湾、灘
その他の海域の実情に応じたものとなるよ
う、当該湾、灘その他の海域を単位として
関係者により構成される協議会（湾灘協議
会）の意見を聴き、その他広く住民の意見
を求める等、必要な措置を講ずる
※関係府県 大阪・兵庫・和歌山・岡山・広島・山口・徳島・香川・

愛媛・福岡・大分・京都・奈良の１３府県

○これらの計画の達成に必要な措置が円滑・着実に実施されるよう、国は、地方公共団体に対し、
必要な援助を行うように努める

○環境大臣は、瀬戸内海の環境の状況を定期的に調査し、その結果を法の適正な運用に活用

漂流ごみ・海底ごみの除去等の施策の追加（第16条の２・第19条の２・第19条の３）

環境大臣による環境状況の定期的な調査とその結果の活用を法定化（第19条の４）

【具体的施策の追加等】

【検討条項】（附則第２項・第３項）

①政府は、瀬戸内海における栄養塩類（りん・窒素）の減少、偏在等の実態の調査、それが水産資源に与
える影響に関する研究その他の瀬戸内海における栄養塩類の適切な管理に関する調査及び研究に努
め、その成果を踏まえ、法施行後５年を目途として、瀬戸内海における栄養塩類の管理の在り方につい
て検討を加え、必要と認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

②政府は、①のほか、法施行後５年以内を目途として、新法の施行状況を勘案し、特定施設の設置の規
制の在り方を含め、新法の規定について検討を加え、必要と認めるときは、その結果に基づいて所要の
措置を講ずる

【総則的事項】

貧酸素水塊の発生機構の解明等の施策の追加（第18条）

○関係府県が、干潟について自然海浜保全地区の指定をすることができることを明らかにする

自然海浜保全地区の指定に係る干潟の明記（第12条の7）

○政府は、基本理念にのっとり、次に関する
瀬戸内海環境保全基本計画を策定
①沿岸域環境の保全・再生・創出
②水質の保全・管理
③自然景観・文化的景観の保全
④水産資源の持続的な利用の確保 等

○政府は、おおむね５年ごとに基本計画に検
討を加え、必要があると認めるときは、変更
（いわゆるＰＤＣＡサイクルの明確化）
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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 14 回）資料２－２ 

 

図 3 基本計画の目標に係る変更点 

 

 

 

 

表 1 湾灘協議会の設置状況 

 
出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 
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表 2 特定施設の設置等の規制に関する施行状況 

 
出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 

 

 

 

 
出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 

 

図 4 自然海浜保全地区の指定状況 

内容 H27 H28 H29
対象事業場 3,361 3,301 3,299
特定施設の設置
（法第５条第1項に係る申請）

256件 275件 278件

特定施設の構造等の変更
（法第８条第１項に係る申請）

458件 428件 430件

措置命令（法第11条） 0件 0件 0件

府県名

事項

条 例 名
大阪府自然海浜保

全地区条例

環境の保全と創造に

関する条例

和歌山県自然海浜

保全地区条例

岡山県自然海浜保

全地区条例

広島県自然海浜保

全条例

山口県自然海浜保

全地区条例

公 布 昭和56年3月27日 平成7年7月18日 平成11年3月19日 昭和56年3月25日 昭和55年3月28日 昭和56年10月16日

施 行 昭和56年10月1日 平成8年1月17日 平成11年6月1日 昭和56年4月1日 昭和55年5月1日 昭和57年4月1日

指定地区数 2 3 - 8 19 8

府県名

事項

条 例 名
徳島県自然環境保

全条例

香川県自然海浜保

全条例

愛媛県自然海浜保

全条例

福岡県自然海浜保

全地区条例

大分県自然海浜保

全地区条例

公 布 昭和55年10月30日 昭和55年7月31日 昭和55年3月18日 昭和55年7月17日 昭和55年10月1日

施 行 昭和56年1月1日 昭和55年12月20日 昭和55年4月1日 昭和55年10月1日 昭和56年4月1日

指定地区数 - 23 23 3 2

徳　島 香　川 愛　媛 福　岡 大　分

広　島 山　口大　阪 兵　庫 岡　山和歌山
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注１．昭和 40 年～47 年は１月１日～12 月 31 日、48 年は１月１日～11 月１日、49 年以降は前年の 11 月２日～11

月１日の累計。（瀬戸内海環境保全臨時措置法は、昭和 48 年 11 月 2 日に施行） 

 ２．図中の昭和 46～48 年の値は、３年間平均の数値を示している。 

 ３．過去に既に埋立免許・承認されている土地について、再度免許・承認がなされた場合については、重複して

計上している。 

出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 

 
図 5 瀬戸内海における埋立免許面積の推移 

 
 

表 3 埋立未利用地の状況 （平成 30年 12 月時点） 

 

備考）以下の条件に該当する土地を埋立未利用地としている。 

 瀬戸内海において公有水面埋立法に基づき埋立竣工された次のいずれかに該当する面積１ha 以上の土地。 

  １）埋立地の竣工から現在に至るまで、一度も利用されていない土地  

（埋立竣工後 10 年以上が経過した場合に限る）。 

  ２）埋立地の竣工後、本来の利用目的に関する工事に着手したが、工事が中断されている土地。 

  ３）埋立地が本来の利用目的に沿って利用されていたが、現在、利用されていない土地 

（企業の撤退等に伴う遊休地化 等）。 

 

出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 

件数 面積（ha）
大阪府 0 －
兵庫県 0 －
和歌山県 1 81.5
岡山県 5 36.0
広島県 1 4.6
山口県 0 －
香川県 1 21.2
徳島県 0 －
愛媛県 0 －
福岡県 3 35.2
大分県 1 25.3
合 計 12 203.8
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表 4 海砂利採取の規制状況及び規制の根拠 

 

 規制状況 根拠規定 

大阪府 ④ －  

兵庫県 ① ② 
兵庫県漁業調整規則(S41.7 施行)第 43 条に基づき、県内の

海砂利採取可能海域の全てを土砂採取禁止区域に設定。 

和歌山県 ④ －  

岡山県 ① ② 

岡山県普通海域管理条例、岡山県普通海域占用等許可事務

取扱要領(H10.10 施行)に基づき、平成 15 年 4 月より販売

を目的とした海砂利採取を禁止。 

広島県 ① ② 

「海砂利採取に関する基本方針（S52.6 制定）」において

「過去３か年間に県内海域において海砂利採取許可を受け

た実績を有するものであること」を条件とした。（H10.2

月悪質な違反を犯した全業者の資格剥奪。資格要件を満た

すものが存在しなくなり事実上全面禁止。） 

山口県 ① ② 

「一般海域の利用に関する条例」の許可基準である「一般

海域における土石採取許可の取扱いについて」（H10.6.1 施

行）により新規参入禁止。（H19.8.1 操業していた 1社が操

業区域を変更したため、瀬戸内海での海砂利採取はなくな

った。） 

香川県 ① ② 
「海砂利採取に関する基本方針」に基づき、平成 17 年 4 月

1 日から採取禁止。 

徳島県 ② － 昭和 53年 12 月より海砂利採取は禁止。 

愛媛県 ① ① 
「瀬戸内海の環境保全に関する愛媛県計画」(H14.7 策定 ※

１)に基づき、平成 18 年度より採取禁止。 

福岡県 ① ② 
福岡県一般海域管理条例、福岡県一般海域管理運用要綱

（H13.4 施行）に基づき採取禁止。 

大分県 ① ① 
「瀬戸内海の環境の保全に関する大分県計画」（H20.6 策定 

※２）に基づき平成 20年６月以降は原則禁止。 

 
注） 1. 規制状況の分類は以下のとおり 

①何らかの規定等を踏まえ、砂利採取法の採取計画を認可していない。 
②特段根拠となるものはないが、砂利採取法の採取計画を認可していない。 
③採取計画を認可しているが、削減に向けた措置を適用している。 
④過去から採取実績がないため、特段の規制をしていない。 

2. 根拠規定の分類は以下のとおり 
①瀬戸内海の環境の保全に関する府県計画 
②その他の条例等 

※１ 平成 28 年 11 月に変更された現行計画においても、採取禁止とされている。 

※２ 平成 28 年 11 月に変更された現行計画においても、原則採取禁止としている。 

 
出典：平成 30 年度瀬戸内海における各種調査の結果について（環境省） 
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表 5 海砂利の採取実績量 

 （単位：千ｍ３） 

 採取実績量 

年 度 H17d H18d H19d H20d H21d H22d H23d H24d H25d H26d H27d H28d H29d 

大 阪 府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

兵 庫 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

岡 山 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

広 島 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

山 口 県 338 242 79 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

香 川 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

徳 島 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

愛 媛 県 2,176 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

福 岡 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

大 分 県 28 4 24 45 27 20 15 17 28 37 39 40 27 

 
注） 1. 瀬戸内海環境保全特別措置法第２条第１項で定める瀬戸内海の範囲における値。 

2. 国や県の事業による航路浚渫に伴う海砂利採取については実績量に含めない 

 
出典：平成 30 年度瀬戸内海における各種調査の結果について（環境省） 

 

 

出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（農林水産省） 
 

図 6 藻場・干潟ビジョンの策定状況 
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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（農林水産省） 

 
図 7 有害生物漁業被害対策（国の事業）におけるナルトビエイ駆除量等（周防灘） 

 

 

表 6 瀬戸内海における藻場・干潟の面積 

 

出典：平成 27～29 年度瀬戸内海における藻場・干潟分布状況調査（環境省） 
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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（国土交通省） 

 

図 8 季節別運転を実施・試行している処理場（平成 31 年３月） 

 

 

 
出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 16 回）ヒアリング資料（兵庫県） 

 

図 9 兵庫県における豊かで美しい瀬戸内海の再生に関する「環境の保全と創造に関する条例」

の改正概要（令和元年 10月７日改正） 
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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（国土交通省） 

 

図 10 瀬戸内海における海岸保全施設の整備における自然環境等への配慮 

（安全で快適な砂浜の再生・養浜による海岸環境の改善） 

 

 

 

 

 

出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 
 

図 11 瀬戸内海国立公園の見直し状況 
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図 12 瀬戸内海における国立・国定公園の指定状況 

 

 
図 13 瀬戸内海における生物多様性の観点から重要度の高い海域・湿地 

生物多様性の観点から重要度の高い海域（沿岸域） 
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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（文部科学省） 

 

図 14 重要文化的景観の選定状況 

 

 

出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（文部科学省） 
 

図 15 重要伝統的建造物群保存地区の選定状況 

 

  



（13） 
 

 

 
出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（文部科学省） 

 

図 16 国指定史跡、名勝、天然記念物の指定状況 
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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（文部科学省） 

 

図 17 日本遺産の認定状況 

 

 

 

 
出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（国土交通省） 

 

図 18 海洋環境整備船の担務海域図 
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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 

 

図 19 里海づくり活動状況 

 

 

 
出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 15 回）ヒアリング資料（徳島県） 

 

図 20 徳島県による藻類養殖用施肥剤の開発の概要 
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出典：公共用水域水質測定結果（環境省） 

 
図 21 広域的な閉鎖性海域における化学的酸素要求量の環境基準達成率の推移 

 

 

 

 
 

出典：公共用水域水質測定結果（環境省） 
 

図 22 広域的な閉鎖性海域における全窒素及び全りんの環境基準達成率の推移 
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（個体数密度） 

 

 

  （種類数） 

 
元データ：昭和 57～62 年度：第１回瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、昭和 58～62 年） 

          平成３～８年度：第２回瀬戸内海環境情報基本調査（環境省、平成５～８年） 

          平成 13～17 年度：第３回瀬戸内海環境情報基本調査（環境省、平成 15～18 年） 

          平成 27～29 年度：第４回瀬戸内海環境情報基本調査（環境省、平成 28～30 年） 

 
出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（国立環境研究所） 

 

図 23 底生生物の個体数密度（上図）及び種類数（下図）の変動
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図 24 瀬戸内海の総漁獲量及び各湾・灘の漁獲量 

 

 
元データ：1999年以前：瀬戸内海の漁獲量 1952年～1999年の湾灘別魚種別漁獲統計（水産庁瀬戸内海区水産研究所） 

2000年～2005年：瀬戸内海区及び太平洋南区における漁業動向（中国四国農林統計協会協議会） 

2007年以降：「海面漁業生産統計調査」（農林水産省） 

瀬戸内海区漁獲量 「海面漁業生産統計調査」（農林水産省） 

（http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/kaimen_gyosei/index.html）より作成 

出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 12 回）資料４ 

 

図 25 瀬戸内海の主要魚種の漁獲量 
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    出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 

図 26 瀬戸内海における COD 発生負荷量の推移 

 
 

 
 出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 

図 27 瀬戸内海における全窒素発生負荷量の推移 

 
 

 
 出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 

 
図 28 瀬戸内海における全りん発生負荷量の推移 
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【2007 年度】 【2008 年度】 【2009 年度】 

   

【2010 年度】 【2011 年度】 【2012 年度】 

   

【2013 年度】 【2014 年度（前半）】 【2014 年度（後半）】 

   

【2015 年度】 【2016 年度】 【2017 年度】 

   

              出典：大阪湾再生推進会議ホームページ(http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/suishin/) 

中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 13 回）参考資料３（その１） 

図 29 大阪湾における貧酸素水塊発生状況 

（大阪湾水質一斉調査結果、底層 DO 濃度の水平分布：2007～2017 年） 
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注） 発生確認件数は、複数の灘及び月にまたがるものを 1件として計上した値 

出典：瀬戸内海の赤潮（水産庁瀬戸内海漁業調整事務所） 

平成 30 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（公社）瀬戸内海環境保全協会） 
 

図 30 赤潮の発生件数 
 

 

 
出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 16 回）ヒアリング資料（大阪大学教授西田修三氏） 
 

図 31 雨天時負荷を含めた年間負荷量（2003～2007 年度平均） 
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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（環境省） 

 

図 32 漂着したペットボトルの表記言語  
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出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 15 回）ヒアリング資料（香川県） 

 
図 33 香川県における主な島の人口減少率 

 

 
出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 17 回）ヒアリング資料（広島工業大学客員教授上嶋英機氏） 

 
図 34 広島湾流域の人口推移（1920-2005） 

  



（24） 
 

 

 

出典：中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小委員会（第 18 回）ヒアリング資料（国立環境研究所） 

 

図 35 瀬戸内海における底層水温の経年変動（1980～2010 年代） 

 


